真の食料安全保障のために
キヤノングローバル戦略研究所研究主幹　山下　一仁
【農業の生産性向上を妨げたもの】
収益とは、価格に生産量を乗じた売上高からコストを引いたものである。収益を上げようとすれば、価格、生産量を上げるか、コストを下げればよい。農産物のコストは、1ヘクタール当たりの肥料、農薬、機械などのコストを1ヘクタール当たりの収量（以下「単収」という。）で割ったものだから、コストを下げるためには、規模拡大による１ヘクタール当たりのコスト削減と単収向上を行えばよい。この両方のコスト削減の途が、政策によって歪められてしまった。
日本農政の特徴は、高い価格で農家を保護してきたことである。１９６０年代以降の生産者米価引上げによって、コストの高い零細農家も、小売業者から高い米を買うよりもまだ自分で作った方が安いので、農業を継続してしまった。零細農家が農地を出してこないので、主業農家の規模拡大は進まなかった。
米価引上げによって米は過剰となったので、1970年以降減反政策を実施している。減反はコスト削減にも悪影響をもたらした。総消費量が一定の下で単収が増えれば、米生産に必要な水田面積は縮小するので、減反面積を拡大せざるをえなくなり、農家への減反補助金が増えてしまう。このため、単収向上のための品種改良は、行われなくなった。
【生産性向上の方法】
減反政策を5年間で段階的に廃止すれば、米価は現在中国から輸入している米の価格よりもさらに低下するし、単収も向上する。
さらに、一定規模以上の農家に財政から直接支払いを交付し地代支払い能力を増加させれば、価格低下で農業から退出する零細農家から、これら農家に農地が集積し、コストはさらに低下する。価格が下がった米はTPPによる関税撤廃で影響を受けないどころか、TPPで関税がなくなる海外市場へ向けて、輸出を拡大できるようになる。アメリカもEUも直接支払いによって、国際市場で競争している。減反廃止で2千億円の財源が生じるほか、全ての農家を対象とする戸別所得補償など現在の農林水産省の予算の見直しで、米以外の農業についても、直接支払いのための財源は十分捻出できる。
100年前、柳田國男は農業保護関税に次のように反論して、農業の構造改革を提言した。「旧国の農業のとうてい土地広き新国のそれと競争するに堪えずといふことは吾人がひさしく耳にするところなり。然れども、之に対しては関税保護の外一の策なきかの如く考ふるは誤りなり。吾人は所謂農事の改良を以て最急の国是と為せる現今の世論に対しては、極力雷同不和せんと欲するものなり。今の農政家の説はあまりに折衷的なり、農民が輸入貨物の廉価なるが為め難儀するのを見れば、保護関税論をするまでの勇気はあれども、保護をすればその間には競争に堪えふるだけの力を養い得るかと言へば、恐らくは之を保障するの確信はなかるべし。」
【TPPへの対応】
自由貿易の下での農産物輸出は、人口減少時代に日本が国内農業の市場を確保する道である。高齢化や人口減少により国内の食用の需要が減少する中で、平時において需要にあわせて生産を行いながら食料安全保障に不可欠な農地資源を維持しようとすると、自由貿易のもとで輸出を行わなければ食料安全保障は達成できない。しかし、国内農業がいくらコスト削減に努力しても輸出しようとする国の関税が高ければ輸出できない。農業界こそ貿易相手国の関税を撤廃し輸出をより容易にするTPPに積極的に対応すべきなのである。
東日本大震災によって、TPPへの参加問題を棚上げしようとする意見も出されている。しかし、TPP交渉参加国をはじめ、世界は、我が国が災害復興を完了するまで、待ってはくれない。日本の参加が遅れれば、投資、競争政策、貿易と環境、貿易と労働などWTOの規律がまだ白紙となっている重要なテーマについて、我が国の意見や立場が反映されることなく、議論が進んでしまう。我が国農業の輸出市場を確保するための交渉にも、真剣に対応していく必要がある。霞が関の官僚全てが災害復興に関与しているわけではない。副総理格の閣僚をTPP対策本部長に任命するなどして、真剣に議論すべきであろう。
【農業の新生
今回の震災の被災地においては、畔もなくなり、元の農地の形状を復元することや、高齢な農業者が、新たに機械を購入して、営農を再開することは、困難だろう。しかし、これは、非効率だった農業を効率的な農業に新生させる大きなチャンスである。0.3ヘクタールの標準区画の農地を2ヘクタールの大規模区画にすれば、労働時間が低下するだけではなく、田植えに代わり、水田に直接種をまくという新しい技術が導入できるので、さらにコスト・ダウンが図られ、農業収益は増加する。
退出する農家の農地を公社が購入して若手農業者に配分し、農地を集積するとともに、これら農業者に補助金により大型機械を導入すれば、世代交代と規模拡大を一挙に実現できる。いままで認められなかった、他の者に優先して農地を購入できるという公社の先買い権、信託銀行や信託会社など一般法人への農地信託事業の開放、政府出資を含む農業ファンドの創設による投資など、積極果敢な対策を講じるのである。これは、以前の農業の復旧ではない。効率的な新生農業の建設である。これを全国に及ぼしていけば、日本農業全体の大規模化、収益向上につなげることが可能となろう。
